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新型インフルエンザ等対策特別措置法の主な改正概要の整理(R3.2.3改正) 

区分 改正前 改正後 

目的 第 1条（従来にはない対策） ⚫ ｢新型インフルエンザ等まん延防止

等重点措置｣を加える 

定義 第 2条 新型インフルエンザ等 

⚫ 感染症法第 6 条第 7 項に規定する

新型インフルエンザ等感染症 

⚫ 同条第 9項に規定する新感染症 

 

 

  左記に加え、 

 

⚫ 同条第 8項に規定する指定感染症 

⚫ ｢新型インフルエンザ等まん延防止

等重点措置｣の創設 

知識

普及 

 第 13条第 2項 

  左記に加え、 

⚫ 差別の防止に係る国及び地方公共

団体の責務規定を創設 

臨時

施設 

従来は、緊急事態宣言中に開設可 

（第 48条の削除） 

第 31条の 2 

⚫ ｢臨時の医療施設｣が、政府対策本部

が設置された段階から開設可 

第 31条の 3 

⚫ 上記施設にかかる土地等の使用（た

だし、所有者等の同意が必要） 

重点

措置 

緊急事態措置との比較 

 緊急事態 まん延防止 

範囲 都道府県単位 市町単位 

期間 2年以内 6か月以内 

措置 

外出自粛、 

休業要請等 
時短要請等 

要請等に従わない場合、 

命令や公表 

罰金 

(過料) 

命令に従わない場合、 

30万円 20万円 

※要請、命令や公表を行う場合、あらかじ

め、学識経験者等の意見を聴く必要があ

る。 

第 31条の 4 

⚫ ｢新型インフルエンザ等まん延防止

等重点措置｣の創設 

⚫ 知事は、国へ措置を行うよう要請可 

第 31条の 5 

⚫ 県が総合調整しても協力要請、命令

ができない場合、政府対策本部長は

必要な指示可 

第 31条の 6 

⚫ 感染を防止するための協力要請等 

⚫ 要請時に応じない場合、命令も可 

⚫ 要請も命令も公表 

緊急

事態 

第 45条 

⚫ 協力要請の指示 

 

⚫ 協力要請の命令へ強化 

財政

支援 

 第 63条の 2、第 70条第 2項 

⚫ 事業者（医療機関）及び地方公共団

体に対する財政的な支援 
  

新型インフルエンザ等の予防及
びまん延防止に関する知識を普
及し、その重要性等の理解を深
め、国民への啓発に努める。 

新たに新設、拡充されたもの 

緊急事態下では、同意得ずに使用可 

（第 49条） 
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新型インフルエンザ等対策特別措置法の主な改正概要の整理(R3.2.3改正) 

区分 変更前 変更後 

立入

検査 

第 72条 

⚫ 土地等の使用等での立入検査 

 

  左記に加え、 

⚫ 協力要請者等への質問、立入検査可 

会議 第 70条の 2～ 

⚫ ｢新型インフルエンザ等対策有識

者会議｣ 

 

⚫ ｢新型インフルエンザ等対策推進会

議｣として法に位置づけ 

罰則    左記に加え 

第 79条 

⚫ 第 45条の命令違反 過料の創設 

第 80条 

⚫ まん延防止等重点措置時の協力要

請命令違反 過料の創設 

※感染症法：感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 

 

 

 

<参考>まん延防止等重点措置の目安（国レベル） 

感

染

状

況 

 
レベル０ 

(感染者ゼロ) 

レベル１ 

(維持) 

レベル２ 

(警戒強化) 

レベル３ 

(対策強化) 

レベル４ 

 

４      

３     

２    

１   

 時間軸 

 

 

 

第 76条～第 78条 

⚫ 緊急事態下、特定物資の保管命令

に対する違反 

⚫ 立入検査への拒否等に対する違反 

⚫ 前記の違反者が法人の場合、その

法人にも罰則を適用 

まん延防止等 

重点措置 

緊急事態宣言 

各種の指標を用い判断する 

⚫ 病床使用率、重症病床使用率 

⚫ 検査陽性率、クラスターの発生状況 

⚫ ワクチン接種率など 


